チャランケ通信　第98号　2015年1月26日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　毎週月曜日から土曜日まで、NHK連続テレビドラマ「マッサン」を結構熱心に見続けてきた。いよいよ北海道の余市を舞台にした物語が展開し始め、ようやくリンゴジュースの製造が始まった。これからどんな難問が待ち受けているのか、新しい役者として風間杜夫さんや北大路欣也さんと言った名優も登場し、３月末まで息もつけないドラマチックな展開を期待したい。視聴率も、毎週小さな変動はあるものの、２０％台前半を確保しトップの座は維持できているようだ。
余市・仁木・ニセコと一大観光拠点づくりが進展し始めたのでは
さらに嬉しいことは、余市町を訪れる観光客が増えてきているという事だ。未だ真冬で、今年の春から夏・秋にかけて、北海道を訪れる観光客の人気スポットにしていくべく、大いに地元の方たちの努力をお願いしたいものだ。面白いもので、余市や仁木町では、ワイナリーのちょっとしたブームが起き始めており、近隣のニセコを中心にした海外からの観光客や滞在客の増加と相まって、一大リゾート観光拠点地域が生まれそうな予感がする。是非とも、このチャンスを生かして、北海道の魅力を高めていきたいものだ。

北海道知事選挙、民主党の候補者作り難航、何とかして欲しい

　その北海道の知事選挙がこの４月に行われるわけだが、民主党の知事候補選びがデッドロックに乗り上げており、今後どのように展開していくのか、予断を許さなくなっている。現職の知事が４選を目指して立候補することを宣言しており、いまだかって北海道知事選挙で４選を果たした知事はいない。長期政権の弊害は、大統領制の首長選挙にとって大きいだけに、何とか民主党を中心にして「最善・最強」の候補者を擁立して欲しいのだが、もしかすると、今の状態では「次善」の策を取らざるを得ない状況に追い込まれているようだ。知事選挙だけは、４年ごとに実施されることが明確になっていただけに、準備不足は否めない。突然の解散・総選挙があったとはいえ、何とか道民の皆様にきちんとした対立候補を擁立してその責任を果たしてもらいたいものである。時間は、もうほとんど残されていないのだ。
　イスラム国に日本人人質、一人は殺害されたとの報道、国会での論戦が必要では
いよいよ今日26日から通常国会が始まる。衆議院選挙の直後の通常国会で、補正予算から入るので総理大臣の所信表明演説なしでスタートするようだが、何とも気が抜けた感じがしないでもない。民主党も新代表が決まったわけで、堂々と所信表明を求め、安倍総理に論戦を挑んでほしいものだ。ましてや、イスラム国に二人の日本人の人質が取られ、一時は身代金２億ドルを請求されたりしたが、結局一人が殺害され、もう一人を開放するにはヨルダンに捉えられているイスラム国の仲間の釈放と引き換え、と言う条件を持ち出してきているようだ。日本がイスラム国との間でこのような大事件が勃発している時だけに、きちんとした国会でのやり取りを通じて、日本政府としての毅然たる態度を世界に対して明らかにすることの重要性は大きい。もっとも、2月に入れば本予算の審議の前に、総理大臣の施政方針演説や財務大臣や外務大臣らの財政演説や外交演説などが繰り広げられるわけで、論戦の舞台は十分にある。また、補正予算を審議する予算委員会が実施されるわけで、一問一答のやり取りを予算委員会の場で展開していくつもりなのかもしれないが、野党としてどしどし発言する機会を作っていくべきであろう。
世界経済は激動の時代へ，EU経済の低迷でデフレの危機へ
　さて、どうも最近の日本経済はもちろん、世界経済の動きが心配になってきた。１月１５日には、俗に「スイスショック」と言われる国際金融の世界で激震が走った。それは、スイス政府が対ユーロに対するスイスフランの価値を維持するため無制限に為替介入を繰り広げてきたのだが、あまりにもＥＵ経済が落ち込み、経済が好調で相対的に信頼できる通貨としてのスイスフランを求める動きが強まり、とうとう政府・中央銀行として自国通貨価値の上限を撤廃するという電撃的決定を下したのだ。その結果、翌日１６日にはスイスフラン同様に比較的安心・安全な通貨と見做される「円」に対して外貨が逃避し、１ドル１１５円近くまで高騰、日経平均株価も一時は５００円近い暴落するなど、国際金融市場はＥＵを中心に問題を抱えていることが浮き彫りになってきた。

　ＥＵと言えば、ギリシアが再び問題視されている。というのも、ギリシアに対する財政・金融支援策を取ってきたＥＵは、さらなる歳出削減と増税策を押し付け、それに反発する野党が２５日投票の 総選挙で政権を奪いそうな勢いになりつつある。そうなれば、ギリシアのＥＵからの脱退に至るのかどうか、大きな不安材料となることは必至であろう。

　ついにECBも量的緩和政策の導入へ
そうした中で，ＥＵの中央銀行ECBは22日国債を大量に買い入れて資金を市場に流す「量的金融緩和」の導入を決定した。ECBの指揮下で各国中央銀行が、3月から国債を含めて月額600億ユーロ(約8兆円)の資産を買い取り、当面2016年9月まで続ける方針で、景気と物価をテコ入れし域内のデフレを阻止する構えである。ドラギ総裁の記者会見によれば、「2%に近い中期的な物価上昇率の目標」に改めて触れ、達成が見通せるまで必要なら量的緩和を続ける考え方を示唆したと言われている。もちろん、この決定には異論があったようで、特にＥＵ最大の経済大国ドイツやオランダなどは、財政赤字の穴埋めになりかねない、と懸念を示したと言われていたものの、デフレへの転落が懸念されておりECB執行部は押し切ったとものと見られている。

世界的にマイナス金利の国債が増えるとは、資本主義の限界か
　かくして、今やアメリカは量的金融緩和から離脱の方向にあるのだが、イギリス、日本に続いてＥＵまでも量的緩和に踏み切ったことを受け、世界での国債取引が活発になり、国債価格がマイナスの金利に突入するものが増え始め、ロイヤル・バンク・オブ・スコットランドの調べによると、全世界でマイナス金利の国債が400兆円規模に達しているものと見られており、ECBの決定によってますます加速されることは間違いない。何とスイス国債では10年物の長期国債までもマイナス金利を付けたと言われ、日本国債でも5年物までマイナスになると予測されている。
金利がマイナスになるまで国際価格が低下すれば、株式や土地などの資産価格がますます騰貴し始め、新興国を始めとするバブルの危険性がますます高まるとともに、もはや金利が市場経済の実態を反映する基準から遠ざかってしまうわけで、資本主義経済は危機的状況を示し始めていると言えないだろうか。背景には、民間経済部門が設備投資をしなくなり、政府の財政部門たけが国債発行しながら財政支出を拡大するという極めて不健全な資本主義になりつつあるのだ。
日本経済の先行き、財政に対する信認が極めて重要に
　かくして、日本経済に目を転じたとき、ＥＵを中心にした世界的な金融不安により、為替相場はもちろん、一番安倍政権が気にしている株式市場はジェットコースターのような乱高下を繰り返し、実体経済を混乱させてくる。ＥＵの量的緩和に対抗して、日銀に対してさらなる追加緩和を求める声すら出始めている。そうなれば、ますます円安を招き、円安の進展による輸入インフレの進展が閾値を超えて取り返しのつかない事態に突入する事すら予測する専門家も出始めている。もちろん、日本経済の体力はそれほど落ち込んでいないと見る専門家の方が多いのだが、今年の世界経済がどのように展開していくのか、まことに困難な見通しになりつつあるように思えてならない。
　問題は、日本の財政に対する信認の問題に帰着してこよう。
　もう一度必要になり始めた「三党合意」=「税・社会保障一体改革」の道、アベノミクスに拘泥すべきではないのでは
元日銀理事の早川英男富士通総研エグゼクティブフェローは、朝日新聞(1月20日朝刊)のインタビューで次のように発言している。

　　「仮に２％をどこかで達成したとする。そのとき、市場の人が日本の財政が持続可能な状態だと思っていれば、後は日銀が市場の混乱を招かないように、米国をお手本にしながら、緩和を粛々と手じまいすればよい。ただ、問題は市場が信じてくれていない場合だ」「日銀が市場から国債を買うのをやめたら、長期金利は急騰して、財政危機になるだろう。一方で、財政に配慮して買い続ければおそらくどんどん円安が進んでインフレが加速していく。そうすると、終われないゲームになってしまう」
　　肝腎の日本財政に対する信認の問題については、消費税の引き上げを先送りしたことに触れ、本当に2020年にプライマリーバランスを黒字化する努力をすることができるかどうか、にかかっていると指摘され、さらなる消費税の引き上げができるのかどうかという事が重要になる。

　　こうした事態に直面しつつある時、日本経済のかじ取りをどのように進めていけば良いのか、三党合意を進めてきた過去の歴史に学び、もう一度「税と社会保障の一体改革」に与野党の垣根を越えて取り組むべき時が来はじめているように思われるのだが、どうだろうか。アベノミクスに拘泥している時ではなくなりつつあるように思われてならない。
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